
7 .よくある問い合わせ
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助成対象になる施設は？

�新たな保育の受け皿を増やすという趣旨から、原則として、この事業が創設された平成28年4月1日
以降に「新たに」設置された保育施設を助成の対象としています。

Ｑ�
A

どのようなものが整備費の補助対象となりますか？

�保育施設本体工事（建物と一体化している設備を含む。）とそれに係る工事事務費が補助対象となります。
備品類の購入費用は補助対象となりません。

Ｑ�
A

給食を提供するための調理室は必要ですか？

�利用定員が20人以上の場合には調理室（施設に付属して設置する炊事場を含む。）、利用定員が19人
以下の場合には調理設備を設けて、自園で調理して、給食を提供することが必要です。
　※外部搬入が可能な場合があります。

Ｑ�
A

屋外遊技場は必要ですか？

�満２歳以上の子どもを受け入れる場合には、屋外遊戯場は必要です。ただし、屋外遊戯場に代わる公園
や広場等が近くにあれば、一定の条件のもとでこれを屋外遊戯場として扱うことも可能です。

Ｑ�
A

企業主導型保育事業の実施要綱と助成要領を満たしていれば、企業主導型保育
施設を設置できますか？

�実施要綱、助成要領だけではなく、建築基準法や消防法等の関係法令や、認可外保育施設指導基準、各
自治体の条例等を満たしていただく必要があります。

Ｑ�

A

※詳しくは、企業主導型ポータルサイトに掲載している「助成申請・運営にあたっての留意事項」をご覧下さい。
※１  早朝開所 ： ７時以前に開所している施設（延長を含む。）
※２  夜間開所 ： 22時以降に開所している施設（延長を含む。）

8 . 参考

企業主導型保育事業の実施状況

北海道
1,021人

東北
1,301人

関東
5,343人

中部
3,255人

近畿
3,386人

中国
1,405人

四国
1,059人

九州・沖縄
3,514人
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　　平成28年度助成決定　871施設　　20,284人（定員）

設置
企業規模

大企業
39.7%

中小企業
60.3%

地域別定員

運営形態

単独設置
42.2%

共同設置・共同利用
42.5％

保育事業者設置
15.3%

保育士比率 100％の施設
55.3%

75％の施設
20.6%

50％の施設
24.1%

早朝・夜間・日曜開所の実績

総数 ： 255施設 （平成29年３月30日時点、運営費助成決定施設）

早朝開所施設※１ 夜間開所施設※２ 日曜開所施設

58施設 22.7% 27施設 10.6% 75施設 29.4%

※今後開所予定の施設含む

施設の定員

6〜12人
34.4%

13〜19人
34.6%

20〜30人
16.2%

61人以上
4.8%

31〜40人
4.7%

41〜50人
3.2%

51〜60人
2.1%




